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論文内容の要旨 
      
   日本およびアジアを対象としたウォーターフットプリント評価基盤の開発と活用 
 
 
 
本論文では、ウォーターフットプリントをテーマに日本及びアジアを対象としたウォータ
ーフットプリント評価基盤の開発を行った。以下に各章の概要と結論についてまとめる。 
第 1章では、全球における水資源と偏在性、人口問題をはじめとした社会問題を述べた。
また、それらの対策としてライフサイクルアセスメントやウォーターフットプリントなどの
手法を説明し、既存研究の整理を行った。第 2章では社会背景及び研究背景での問題点を解
決すべく、目的の設定と本研究の構造を説明した。 
 第 3章では ISO14046に沿った日本のウォーターフットプリントデータベースの開発 
ISOの要求する評価項目である質と量に対応している。質は窒素及びリンに着目しており、
量では使用形態である取水と消費、取水源では雨水、表層水、地下水、回収水に分けて示し
た。日本には ISOに沿ったデータベースが存在していなかったため、原単位の開発をするに
あたり必要となる各部門におけるWFの推計方法を一つ一つ考え開発した。 
また、既存研究では推計に月平均や年平均などのデータが使用されるなど精度が粗かった
が、本研究では一日ごとのデータを使用することで精度を高めた。これにより、取水源の内
訳が大きく異なることを示した。その一方で既存研究と同じく一国のみに着目しているため、
輸入品は国内と同じ負荷が発生すると仮定した国内仮定型となっている。同じ製品であって
も国産か海外産かによって同じ製品やサービスでも負荷が変わる。これを解決するのには一
国だけでなく、複数国を含んだ産業連関表と各国ごとの直接負荷を推計する必要があるため、
難しいのが現状である。 
 第 4章ではアジア各国を対象とした実態反映型ウォーターフットプリントデータベース
の開発を行った。前述した通り、既存研究が一国のみを対象に取水源を分けずに直接負荷の
推計を行い、原単位を開発した。そのため、輸入品は国内と同じ負荷が発生すると仮定した
国内仮定型であった。しかし、本研究は 9ヵ国を対象に取水源を分けて直接負荷の推計を行
い、原単位を開発した。これにより、輸入品は輸入国の負荷を反映した実態反映型となり、
輸出国による製品やサービスの負荷を反映することができるようになった。 
アジア国際産業連関表の対象国は 10 カ国（インドネシア、マレーシア、フィリピン、シ
ンガポール、タイ、台湾、中国、韓国、日本、アメリカ）で、各国 76 部門の 760 部門であ
ったが、本研究では台湾を中国に統合して 9ヶ国とし、かつ日本の部門数を日本産業連関表
と同じく 403部門に拡張した。これにより今まで原単位が開発されていなかった 5ヵ国も含
め、全 1089 部門の原単位が開発された。これらの原単位を用いることで今まで評価するこ
とのできなかった国での評価も可能になり、精度の高い製品設計をすることが出来る。 
 今後の課題としては ISO が要求する残りの項目である取水や汚染にも着目するととも
に、地理的評価範囲の更なる拡大が挙げられる。 
 第5章ではグローバルな水収支を考慮した特性化係数の開発を行った。既存研究では評価対
象地域が限られていた。また希釈水として扱われる窒素は一律して施肥窒素の5％として推計
されていた。しかし、国や地域によって希釈水が大きく異なると考え、本研究では全大陸を
評価対象とした。GISを用いて各データを0.5°*0.5°(縦360, 横720, 計259200)のメッシュサ
イズに分割し、一日毎に集水域に窒素が到達するまでのシミュレーションを行った。これに
より、既存研究では表現することが出来なかった国や地域よりも細かいレベルでの分析が可
能となった。本研究で開発した特性化係数の活用には対応するデータベースが必要であるが、
現状として整っていない。今後は係数に対応するデータベースの整備が急務として挙げられ
る。 
 第6章では日本の最終需要額及び家計消費由来の最終需要額と第4章で得られた水消費原単
位を用いてケーススタディを行った。これに加え、フィスターらが開発した影響評価係数
(WSI)と矢野らが開発した影響評価係数(WAF)をそれぞれ乗じ、分析を行った。これらの結果
からインベントリ時点では小さい値を示していた貿易国が影響評価時点で無視できないほど
大きい影響を示す例が多く見受けられた。 
本研究の結果を通じて、ISO14046ウォーターフットプリントのコンセプトに対応したウォー
ターフットプリント原単位及び汚染に関する特性化係数の開発することができた。ライフサ
イクルアセスメントを行う上で必須となるインベントリデータベースを開発したことで製品
やサービス、組織など多種多様な評価に適用可能であり、持続可能社会に寄与するものと期
待できる。 
今後の課題として、より信頼性の高いデータの収集・更新、評価範囲拡大の検討や評価対象
物質の増加の検討が挙げられる。また、将来の消費シナリオを検討し、将来発生するであろ
う環境負荷の予測をすることやより小さな地域社会に研究を連動させて適用することなどが
挙げられる。 
論文審査の結果の要旨 
 
LCA（ライフサイクルアセスメント）は 1997 年に評価手順が国際規格化(ISO14040)され
てから、国際的に、かつ、急速に普及してきた。しかし、世界規模で水問題に対する注目
が高まる中、従来の LCA 研究は温暖化や大気汚染・化学物質などに注目したものが多く、
これらに比べて水問題に関する研究は遅れている。2014 年 8 月に ISO(国際標準規格)はウ
ォーターフットプリントの要件等に関する規格(ISO14046)を発行したため、同手法を用い
た環境情報の可視化に対する社会的ニーズは今後高まっていくものと予想されるが、ウォ
ーターフットプリントに関する評価手法の開発はまだ端緒に着いたばかりである。特にウ
ォーターフットプリント評価手法の実用化に向けて、以下のような課題がある。 
ウォーターフットプリント評価の実施には、原材料の入手から物品の購入までを網羅した
水消費量および汚染量に関する原単位のデータベースが必要である。国内で生産される多
様な製品やサービスを包括し、かつ、取水源を分けるなど国際規格が要求する事項を満足
するデータベースはこれまでになかった。 
水の消費量は栽培地点によって大きく異なる。生産国の環境負荷と国際貿易を考慮したウ
ォーターフットプリント評価の実施が求められるが、アジア各国の生産・消費・貿易の実
態を反映した評価の試みは非常に少ない。 
これまでに開発されてきたウォーターフットプリントの影響評価手法は水消費を対象とし
たものが多く、汚染を対象としたものは少なかった。また、汚染を対象としたものでは集
水域の特徴が大きく影響するはずであるが、このことを考慮した分析はこれまでに行われ
ていない。 
  
そこで本研究では、ウォーターフットプリント評価手法の実用化と普及に寄与すべく、1)
量的な側面と質的な側面の双方を考慮したインベントリデータベースの開発、2)アジア各国
の実態と貿易を考慮したウォーターフットプリントの実施、3)世界を対象とした水汚染の影
響評価手法の開発を行うことを目的としている。本論文は以下の 7章で構成されている。 
 
第 1 章では、世界の水問題とウォーターフットプリントの開発研究の現状を整理した。ウ
ォーターフットプリントを構成するインベントリ分析と影響評価手法について、それぞれ
の課題を明確にしている。 
 
第 2 章では、本研究の目的と研究の枠組みを述べた。本研究の目的は、産業連関分析を用
いた日本版のインベントリデータベースの開発、国際産業連関表を用いたアジア各国の実
状と国際貿易を反映したインベントリデータベース開発と各国間の水資源相互依存分析、
世界規模の水循環モデルを駆使した窒素汚染の影響評価モデルの開発を行うことである。 
 
第 3 章では、ウォーターフットプリント用データベースの開発に関する方法と結果につい
て示した。ウォーターフットプリントには量的な側面と質的な側面があることを踏まえ、
水消費量に注目したデータベースと汚染量に注目したデータベースをそれぞれ開発した。
水消費のデータベースは、国際規格の要件を満たすべく、取水源別に区分している。取水
源を雨水・河川水・地下水に分類することで、取水源へのアクセスの違いを考慮した分析
を可能にしたものとして高く評価される。水汚染のデータベースは、富栄養化物質である
窒素とリンの排出原単位を算定した。日本の 2005年産業連関表を用いて得た全 403部門の
環境負荷原単位は、国内の一次・二次・三次産業すべてを包括し、かつ、直接・間接を網
羅したデータ源として、汎用的にウォーターフットプリントインベントリ分析を行うのに
貢献する貴重なデータ源として認識される。すでに複数の国内企業が本研究の成果を利用
しており、産業界のニーズの高い研究成果を発信していることは特筆に値する。 
 
第 4 章では、アジア各国の実状をと貿易構造を反映したウォーターフットプリント用水消
費原単位の算定方法とその結果について示した。本研究では 2005年版アジア産業連関表を
用いて、9か国、全 684部門を網羅した分析を行った。さらに、日本の産業連関分析表とア
ジア国際産業連関表を統合した詳細版水消費原単位を全 1013部門について算定した。当該
結果を日本版水消費原単位と比較したところ、紡績糸、合板やタイヤ、チューブなど海外
の間接比率が高い部門では、日本の産業連関分析を用いて得た原単位よりも相対的に大き
く、国際産業連関表を用いることで過小評価を回避できることが分かった。このような成
果を用いることで、偏在性の強い水問題について地域性を反映し、かつ、信頼性の高い結
果を提示することができたと考えられ、これはアジア各国のサプライチェーンを網羅した
ウォーターフットプリントの実施に大きく貢献する成果であるといえる。 
 
第 5 章では、窒素に注目した地球レベルの特性化係数の開発と結果について述べた。窒素
循環モデルと河川可動網地図を用いて窒素が施肥されてから海域に到達する割合(流達率)
までを計算した。全球を緯度と経度について 0.5°*0.5°のメッシュに分け、一日毎の窒素
収支に関するシミュレーションを実施することで地域性を加味した詳細な結果を得た。窒
素の流達率は集水域面積と海域までの距離に強く影響を受け、国や地域によって 70%から
1%と大きく異なることを明らかにした。現在、ウォーターフットプリントの汚染に関わる
影響評価手法の開発は十分ではないので、本研究において初めて地球規模の水循環モデル
を用いた分析が行われ、流達率を特性化係数の要素として含めることを提唱するとともに
具体的な国別の値を提示した意義は大きい。この結果は、水汚染の影響評価手法の信頼性
向上に多大な貢献するものと評価される。 
 
第 6 章では、第 4 章において述べたウォーターフットプリント原単位を用いて 9 か国（イ
ンドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、中国、韓国、日本及びアメ
リカ）を対象とした国レベルのウォーターフットプリント評価を行った結果を示した。日
本の家計消費支出由来のウォーターフットプリントを求めた結果は 4.9×1011m3(一人あた
り 4000m3)であった。国内製品の影響は半分程度で、海外(特に米国や中国)からの輸入が半
分を超えることを示した。これは食品や林業といった水消費強度の高い産業からの輸入が
多いこと、米国や中国における特性化係数が大きいことが影響している。国際貿易を考慮
しつつ、アジア各国のウォーターフットプリント評価を実施した研究は本研究が初めてで
ある。今後ますます経済規模が拡大するアジアの環境問題を協議するうえで、きわめて重
要な資料が示されたものと考えられる。 
 
第 6章では、各章で得られた知見を総括し、今後の課題について言及している。 
 
以上をまとめると、本研究論文は、日本やアジア各国における水消費・水汚染に関わる環
境負荷原単位と窒素汚染を分析するための影響評価手法を構築し、ウォーターフットプリ
ントへ利用可能であることをケーススタディを通じて示したものである。本研究論文は、
LCA およびウォーターフットプリント評価手法の発展に寄与するところが極めて大きいと
考えられ、博士（環境情報学）の学位論文に値するものと判断する。 
 
 
 
 
 
